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労使関係の国際比較
―ドーア教授の所説について一一
西
?
孝
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日本人の自国意識の強さのあらわれといってしまえばそれまでであるが，日
本の労使関係研究の一つの伝統ともいうべきものは，日本的労使関係論である。
これは，昭和30年以前にはり，「日本型」「特殊日本的なもの」という発想であ
った。この場合，「日本的」とは，例えば「アメリカ的」あるいは「イギリス
的」に対しての，国際比較の視点に立つものではなかった。日本の労使関係の
問題点をわが国の資本主義の特殊性との関連において追求したのであって，
「日本的」は，「封建的なもの」，「非近代的なもの」， 「合理的な思考を欠いた
もの」を含意していた。「日本的」な諸制度には，封建的な「エートス」が内
在しており，西欧的なモデルに近づくことがより近代的である，とされたので
ある。
大体，昭和30年以降，日本的労使関係研究は二つの方向をたどった。
一つは，日本の雇用制度にみられる諸現象を，西欧というモデルをネガティ
ヴであるが前提として出発しこれを「特殊化」しようとするもの，ここには，
経済成長との関連でこれを評価しようとする意識が存在する，これを「特殊化
1)戸塚秀夫「戦後労働問題研究」『文献研究：日本の労働問題」（総合労働研究所， 1966
年） 42ページ参照。“日本型”の代表的なものは，大河内一男教授の“出稼型労働論”
である。
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論」としよう。アベグレン2)がもてはやされたのもこの系譜に属するといって
よい。
その二は，例えばつぎのような「一般化論」である。
一般化とは，いわゆる「年功賃金」についてみれば，年令と勤続に相関を生
ずることは，諸外国でもみられるところである。賃金が，年令ないし勤続と対
応関係が生ずるとすれば，「年功賃金」とは，如何なる意味において“日本的”
であるのか，「年功賃金」は，独占的一般の諸原則によって説明できるのでは
ないか，とする見解である 8)。
このような日本的労使関係論の蓄積はかなりのものがあるが最近，従来の研
究の集大成ともいうべき三つの論稿があらわれた。
その一つは，隅谷三喜男教授が，「日本的労使関係論の再検討」4)と題する論
文を発表し，わが国の学界における日本的労使関係論の研究を通じて提起され
たさまざまな論点を検討し，ついでアメリカにおいて展開されている「内部労
働市場」論で明らかにされた理論的視点に基づいてわが国の年功制論を再検討
すべきことを提言されたことである。隅谷教授は，国際的に共通する一般的概
念として，ドーリンジャーとビォーリの「内部労働市場」を踏み台として，「広
義の年功制」という概念を提示する。工業化の著しく進んだ段階においては，
職場の細分化，特殊化というかたちにおいて，大工場に「内部労働市場」が形
成されてくる。そこでは，職場内部の昇進序列，企業内訓練，昇進を媒介とす
る賃金の上昇，さらに勤続の長期化といった傾向が制度化される。教授はこれ
を日本における年功制と「本質的に類似のもの」であり，独占段階に入って労
使関係に形成される一般的傾向とみなしてよい，とされる。前記の「一般化論」
の流れをくむものである。
2)『日本の経営』（占部都美訳；ダイヤモンド社， 1958年）
3)小池和男著『賃金」ダイヤモンド社， 1916年参照。・
4)『日本労働協会雑誌」第185,187号， 1974年。
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その二つは，舟橋尚道教授が，「内部労働市場と年功制論ー一隅谷三喜男教
授の見解をめぐって一ー」5)と題して，隅谷論文の「内部労働市場」の問題点
を究明し，隅谷教授の年功制論の再編成に真向うから反駁を加えたことであ
る。舟橋教授は，「内部労働市場」ー一隅谷教授の「広義の年功制」 という概
念—に対して，内部昇進，勤続と賃金の相関といったものをもって，日米の
制度が本質的に類似する，とするのは誤まりであるとする。日本の年功制の本
質は，「年功原理」の貫徹にあって，「年功制というのは，賃金，採用，昇進等
労使関係における基本的な問題が，年功的原理（年令，勤続を重視する労使関係の
ルール）に基づいて処理される状態をさしている」 ものである。 日本の勤続年
数の相関は，「年功的原理に基づく昇給」によるものであり， したがって， 日
米の差異は，量的なものではなく，質的なものである，とされる。前記の「特
殊化論」の系譜に属するものといってよいであろう。
その三は，島田晴雄教授が，「年功制論と国際比較の方法」および「年令一
賃金プロファイルの日・米比較」と題する二つの論文を発表し6), 隅谷一舟橋
両論文の問題点を集約して，両者の「年功制」の概念規定が異なり次元の異な
る概念が比べられていることに注目する，そこで島田教授は，両者に問題とし
てとりあげられた「内部労働市場」論の性格を新古典派労働市場論との関連に
おいて評価し，その上で，国際比較に耐え得るような一般性と精緻さとをもっ
たシステム分析の枠組を構築することを提起し，その一つの過程として，これ
までの研究蓄積7)を使用データの点から検討し，その上で日・米両国における
年令一賃金プロファイルのデータを開発もって労使関係分析に回帰しようとす
る雄大な構想を打ち出している。
5)「日本労働協会雑誌」第192号， 1975年。
6)この二論文はそれぞれ「日本労働協会雑誌」第194号， 1975年，および同誌第196号，
1975年に掲載されている。内容からみて，両論文は一連のものとみてよい。
7)中村建策「年令別賃金の国際比較のための一資料」『労働統計調査月報」 1974年11月
号もこの蓄積に加えてよいであろう。
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島田論文は，国際比較の観点からこれまでの日本的労使関係論をあらいなお
しており，今後の労使関係の国際比較は，以上の三教授の論文を通過すること
なくしてはすすめられないであろう。
隅谷一舟橋論文の提起した問題意識は，わが国の労使関係ならびに労働市場
の基本的性格を国際的に位置づけようとするもので，島田教授はこのような国
際比較研究を建設的な形で発展させるためにはつぎの三点が克服されなくては
ならない，という。
それは， H共有財産としての分析概念を確認すること，口共有の一般的分析
枠組をもつこと，曰共有の分析枠組の要請する国際的に比較可能なデータを確
保することである。
この困難な課題が，ある程度，島田論文によって果されつつあるようである
が，ここでの問題は日・米間の年令・賃金プロファイルの計量的な比較考量に
「年功制」ー一年令・賃金プロファイルの全国的一般的な姿—である。
これに対して以下小論がとりあげるのは，事例分析である。
Ronald Dore : British Factory-Japanese Factory~The Origin of National 
Diversity in Industrial Relations~ (George Allen & Unwin, 1973)は，共同研
究8)に基礎をおいている。イギリスと日本との二つの代表的な企業の，歴史・
規模・製品・生産工程の類似する工場の内部的労使関係の比較を行なう。工場
の経済的・技術的条件の類似という同一の尺度で，両社の労使関係にみられる
さまざまな現象的差異から，両国の労使関係の差異を把握しようとするのが，
8)この共同研究は， 1967年から69年にかけて， R・ドー ア，間宏，岡本秀昭， K・E・
サー レイ， R・M・V・コリックの五名によって，電機，鉄鋼，建設の三つの産業に
つき， 日・英とも大手企業一社ずつとその翼下の一ないし二工場を対象として，実施
された。ドーア氏のこの書で利用する調査の対象となったのは，電機のイングリッシ
ュ・エレクトリック社（以下EE社と賂す）のプラッドフォード工場（重電）とリバ
アプー ル工場（軽電）， 日立製作所の日立工場（重電）と多賀工湯（軽電）とである。
両社はいずれもイギリスと日本の代表的な大企業であるから，両社の内部的労使関係
の差異はかなり両国の労使関係の差異を反映するといってよい。
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この書のねらいである。この場合，本書を書評9)された栗田教授が問われたよ
うに「大企業の労使関係で日本の労使関係を規定することの妥当性」も，問題
である。また事例研究であるから国際的に比較可能な一般的分析枠組とはなら
ない。
しかし，他面からいえばこれまで日本的労使関係論においてとりあげられて
きた日本的な諸制度は，正確にいえば，日本の労使関係の全体についていいう
るものではない。
日本的な諸制度ーー企業内福利施設，終身雇用，年功賃金（連続昇給制度と退
職金），企業別組合等—は，典型的なわが国の大企業にみられる現象であるか
ら，前述のような「年功制」にかんする議論を，本書のようなイギリスと日本
の大企業という尺度にてらしてみることは，国際比較としてそれなりの意義の
あることといってよい。
ドーア教授と同じ共同研究を基礎として，間宏著『イギリスの社会と労使関
係ー一比較社会学的考察ーー』（日本労働協会， 197砕三12月）も発表されているか
ら，以下はドーア教授の著書を中心に間教授の論点を参照しつつ，イギリスと
日本の労使関係の比較をみようとするものである。この中で，前記三教授の論
文の争点も考えてみたい。以下において， (D―-p. )はドーア著， (H—P.
は間著のそれぞれのページを示している。
400ページをこえるドーア著は三部に分かれ，第一部は事例分析，第一部は
イギリスと日本の労使関係が「収欽するか」， 第三部は， 日本の雇用制度の歴
史的形成，となっている。
2 
議論の中心である「年功制」はそれ自体独立したものではない。賃金は，労
9)『日本労働協会雑誌」第184号， 1974年。本稿は栗田教授のすぐれた書評に負うところ
が少くない。
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使関係の一環であり，社会経済的な諸条件に規定されるものである10)。まず
本書のはしがきにあるドーア教授のつぎの言葉に注目される。
「本書の目的は，判断することではなくて，説明することである。・・・・・・説明
の一つの目的は，一国の労使関係制度の種々の部分が，如何に全体としての社
会の他の特徴と適合しているかを示すことである……例えば，年功賃金制度が
良いものであると決定する前に，それが一方において日本における雇用の一般
的安定性に，他方において日本の社会の他の分野における年令一般の重要性に
かんする一般的な文化的仮定にどのようにかかわりあいをもっているか，につ
いて理解することが必要である」 ((D―p.10)。
国際比較の目的は何であろうか。尺度にてらして，類似と差異を知ることに
より，自国の労使関係の姿をより明らかならしめることであろう。その場合，
比較の尺度が一般的枠組であっては多くを物語ることにならない，そして全体
としての労使関係の背後にあるものに注目することも忘れてはならない。
ドーア教授は，本書の第一部第一章を， 対象の四工場11)の素描からはじめ
ている。工場のたたずまい，雰囲気，通勤する労働者の姿，作業開始時前後の
様子など，両社を対比しながら映画的手法さながらにえがき出される。
-EE社の創立者の名を止めるものは，同社の工場に何も残されていない
が，日立製作所の創立者小平浪平の名は，同社の象徴的存在である。日立工
場に彼を祀る神社があり，彼の手になる「和協一致」の社是を刻んだ碑が立
てられている。
—日立にはこの社是をうたいこんだ「社歌」もある一ー。
10)この意味で国際間の共通点と相違点を説明するメカニズムとして，それを(1)テクノロ
ジー， (2)歴史と文化， (3窟i済発展段階，のどれかひとつに求めるという多元的フレー
ムを提示する RobertEvansにかんする，小林英夫「日本の労働経済とアメリカの
労働経済一ロバート・エバンズ教授の所説をめぐって一」関西大学「経済論集」
第24巻第1号，は注目される。
11)注8)参照。
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—日立工場では，労働者も職員も通勤するときの服装では区別がつなか
い。作業開始前にラウド・スビーカーにより各職場で一斉に行われるラジオ
体操，小グループに集っての声を揃えての挨拶，職長の訓示。作業は午前8
時に始まる（傍点を打って強調されているD-―-p.24)。一方， イギリスのプラ
ッドフォード工場とリヴァプール工場では，朝の汽笛が鳴る以外，なんら公
式の行事も儀式もない。工場に入ってくる労働者と職員は服装で明らかに区
別できる。作業の始まる前，労働者は各自，職場のベンチに腰をかけ，完全
にリラックスした状態である。あるものは，道具をみがき，新聞を読み，ぉ
茶をいれる。ベルが鳴って機械が動きはじめても，職長は作業割当をめぐっ
てゆききしている。作業は，よりゆっくりはじまる一一
イギリスと日本の企業内労使関係の背後にあるのは， ドーア教授の言葉を借
りれば，イギリスの「個人主義」 (individualism)と日本の「集団主義」 (grou-
pishness)である。イギリスと日本の企業および労働者の行動特性と思想は本
書の記述にきわめて多くあらわれてくる。（といってドーア教授は，プライバシー，
マイホー ム主義，マイカー 族， ドライなどの和製英語に象徴される現代日本人の思想行動
も見逃してはいない）。相対的にいって，イギリスの労働者は職場において， ょ
り個人的である。以下さらに，本書の叙述から， EE社と日立の企業内労使関
係の差異をいくつかの点について摘起してみよう。
(1) 職業教育について
EE社の従来の実務訓練は各工場において実施されるが，職業教育は地域の
専門学校で行なわれる。工場が独自で教育を行なうことはない。したがって，
技能員，熟練エという資格は，社会的な資格として確立されている。日立のそ
れは，企業丸抱えの養成工制度である。企業に必要な労働力を育成するにとど
まらず，従業員の価値判断とモラールの形成に主たる関心がある。後者のため
には社内報も有力な役割を果している (D-p.208,H—p.180-81) 。
(2) 従業員福祉について
イギリスでは職業教育の場合と同じく地域社会の諸機関との協力が重視され
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ている。住宅はその代表的な事例である。従業員の住宅については，地域社会
の諸機関に依存しており，工場としては，その幹施や調整の仕事を行なうに止
まる。イギリスでは住宅は基本的に労働者自身の問題である。病院や体育・娯
楽施設についても，イギリスでは工場としてそれらを経営するというよりも，
従業員に地元の諸機関を利用させる方針をとっている。会社は，その運営に市
民的義務の一部として参加し，従業員のそれら機関の利用に便宜をはかるの
が，基本的態度である。これに対して日立では，従業員福祉について会社が第
一次的責任をもたなければならぬ，という原則で動いている。当然のことであ
るが，住宅その他の福利費が労務費にかなりのウェイトをもつこととなるので
ある (D—p,203, H—p,84-7) 。
(3) 企業の従業員家族に対する関係
EE社の従業員の家族は，その従業員自身の関心であり責任である。会社の
接触はきわめて限られている。これに対して日立においては，従業員の家族
は，会社というコミュニティの円周内のメンバーなのであり，会社の従業員家
族に対する配慮はゆきとどいている。例えば，会社は従業員の子弟の育英資金
の貸付の制度をもっており，大学または予備校に通う従業員の子弟のために東
京に寄宿舎が設けられている。また，職長の妻が彼女の夫の部下の奥さんが病
気のとき見舞うことがある。こうした関係は，家族の大部分が社宅にぴったり
とより寄って生活しているという事実によって高められているのである。冠婚
葬祭あるいは慰安旅行について，職場の全員がまとまった行動をするというよ
うなことは，イギリスではみられない (D-p.209, 215)。
(4) 従業員の企業に対する意識
EE社でも25年勤続してその労働生涯を会社で終える従業員はいる。 しか
し，彼の会社に対する意識や期待は日立のそれと異なっている。相対的にいっ
てイギリスの労働者は，会社を賃金中心に評価する傾向があり，これに対して
日本の労働者は，賃金のみならず福祉制度・教育訓練制度など色々な面が良く
なければ満足しない傾向が強い。日立の労働者は， EE社の労働者よりも，「会
288 
労使関係の国際比較（西岡） 409 
社に面倒をみられる」ことをより期待しているのである (D-p.207,210, 
215)12)。
(5) 労働組合
イギリスの労働組合は，労働者が企業よりもその住む地域にコミュニティ性
を感じるところから，同じ地域の同職のものの間に組織されるのである。 EE
社の労働者は，電気労働組合や運輸一般労働組合のようなさまざまの全国組合
の組合員であり，彼の住む地域に散在する一―—彼の家に近い—組合支部のメ
ンバーである13)。友愛協会の共済活動も同一地域を基盤としており， 雇用関
係を全く別の互助組織である。組合は一般に企業の提供する福祉給付に無関心
である。
日立の労働者はすべて，日立総連合の下部組織であるそれぞれの工場の従業
12)「自分の会社をいい会社だと思いますか」の質問に対して，「はい」と答えたものは，
福利施設がはるかに行きとどいている日立で半数に満たないのに対して，イギリスの
数字は， 75ないし90.%以上である。イギリスの労働者にとって完全雇用の時代に，自
分の働いている会社がいい会社でなければ，そんなところでじっとしている奴が馬鹿
だということになる。他方，日本の労働者は，不満でも退職するというドラスティッ
クな手段に訴えることはほとんど期待できない。ドーア教授は，この質問に対する回
答の差違は，会社に対する期待が大きいほど会社に不満をもつさまざまな理由も多
ぃ， ということを説明することになる，といっている (D—p.217) 。
13) EE社の従業員はさまざまの全国組合に所属するからプラッドフォードやリヴァプー
ル工場に組合員が何名いるか，を知ることは困難である。工場の主な組合の代表でさ
え自分の組合の組合員が何名であるか知らない。ドーア教授は，労働者の住む地域に
ある組合支部は死にかけている，という。日立のように職場支部の集会が昼休みに行
なわれることは，イギリスでは考えられない。プラッドフォードやリヴァプール工場
の組合員の大部分は，最後の支部会議が何時であったかさえ，知らなかった (D-
p.119)。
また本書には， 日立のような巨大企業の企業別組合の「居心地の良さ」が書かれてい
る。組合費の徴収は容易で，組合財政はゆたかである。日立総連合の役員は，エアコ
ンディション付のデラックスな組合会館におさまっている (D―p.122)。イギリス
では工場のショップ・スチワードは，粗末な組合事務室，電話一つもなかなか確保で
きないのである (D―p.142)。
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員組合に所属する。組合に所属することは個人の選択の問題ではなく，入社と
同時に組合員である。また、福祉の実施面に組合はあいまいに参加しており，
組合長は，スボーツと会社内団体の副会長である。会社の福祉共済は，守り拡
大さるべき労働者の権利の一部と考えられている。組合は団結をつくり出す社
会活動を組織する点において会社の活動に対抗する活動をしながら，会社の住
宅や医療サービスの増加を要求し，それに対するある程度の統制を行なおうと
している (D―p.206)。
(6) 団体交渉の差異
イギリスの場合，いくつかの組合員で構成される識場の労働者の実際の行動
によってつくり出されたのが，非公式の職場交渉である14)。 イギリスの各エ
場の経営者は，次第に権力を増大してきた職場集団との間に，日立からはとて
も想像できないような労務問題の自治権をもっており，地方的に譲歩をなしう
るが，この工場別交渉の実体は，企業連の下でまとまりをみせている日本の団
体交渉とはかなり差異のあるものである (D-p.130-35)。
工場や企業には，職場委員会議が設置されるようになってきた。しかし，こ
れは一般的に多数の組合の委員会であって，なんらかの一つの組合の組織には
なりえない。目下の処，こうした会議は，情報交換の場で，交渉権はもちろん
決定権も持っていない (D-p.350, H—p.114) 。
(7) 経営者の構成・権限その他
14)イギリスの労使関係に「公式」「非公式」の二面が存在することは， すでに多くの紹
介がある。 AllanFlanders, Industrial Relations (拙択「労使関係論』，未来社），
A. Fox and A. Flanders, The Reform of Collective Bargaining from Donovan 
to Durkheim (British Journal of Industrial Relations, Vol. 12, No.2), H. A. 
Clegg, The System of Industrial Relations in Great Britain, 1970, Brasil 
Blaackwell, Oxford, 周知のようにドノヴァン委員会ははじめてこれを公然とみと
めた。 (Reporton Royal Commission on Trade Unions and Employers'Assoc-
iations 1965-1968). この問題についてのわが国の論文の代表的なものとして， 栗田
健：イギリスの非公式労使関係について（「日本労働協会雑誌」 161号，1972年8月号）。
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EE社の組織の重点は，むしろ責任の明確化と業績のチェックにある。イギ
リスの経営者は相対的に可動性が高く，企業意識は日立のそれに比べて低い。
彼等は，労働者の会社に対する関係を非常に限定されたものとして，行動する
のである。工場内における職員とエ員の処遇には， 明確な差がある。すなわ
ち，階級差別は厳然として存在する。イギリスの制度は，より公開的，契約的
であって，卒直に利害の対立するのを認識するのである (D-p.273)。
一方，日立製作所の課長クラス以上のほとんどは子飼いであり，それ以外の
ものは0.8%にすぎない (D-p.48)。日立の組織は，経営者間の協力を極大
化するようになっている。
そして全体として従業員の会社に対する忠誠が強調される。従業員の主たる
義務は，団体としての会社の利益を増大せしめることである。職場の人間関係
は，情緒性 (afecti vi ty)を帯び，単なる社会的接触以上のものである。会社
のイデオロギーがこれを強めている。そして，コミュニティとしての和を保つ
うえから，同じ企業，同じ職場の人間を平等に扱かう処置がとられているので
ある (D-p.222, 261)。
かくてドーア教授は，きわめて象徴的にイギリスの労使関係は，たえず警戒
していなければ防衛できない戦線をもつアラプ・イスラエルの状態である，日
本の労使関係は，フランス・ドイツの状態である，アルザスやザールの記憶は
あるが今では国境が争いとなっていない (D-p.140), と。
イギリスの雇用の基礎は，雇用契約である。 この点はアメリカも同じであ
る。雇用契約の内容は，日本のそれに比較すれば，はるかに厳密である。イギ
リスの労働者は，自分自身を雇用契約における個人的な自治的契約当事者とみ
なす傾向がある。当然，職長の役割もより専門的である。ここでは，個人と集
団の利害は一体ではない。個人の利害を集団の利害に優先させるのが，当然と
考えられている。これは，工場内の経営者層，権限の型，職能の分割，身分制
度のもつ意味等の，日本のそれとの差異となってあらわれる。
日本の大企業は，選ばれた採用者がその労働生活をコミュニティのメンバー
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として送るものである。ここでは個人よりもいわゆる「和」が中心となる。そ
して，企業全体，あるいは各職場の人間関係を円滑にし，協力行動によって集
団業績を向上させよう，ということになる。精神主義が強調される面もある。
日立製作所の工場内に，著しくスローガンが多いのも，創立者“小平浪平”が
同社の象徴的存在となっているのも，この関係であろう。一方，労働者側は，
かかる「企業に面倒をみてもらう」ことを期待するわけである。
以上のように，技術的条件のほぼ等しいイギリスのEE社とわが国の日立製
作所の企業内労使関係の諸制度には，いくつかの基本的な差異がある。
「年功制」は日立のような巨大企業の諸制度の一環であって，それが存在し
ないイギリスとの間に，企業と労働者の行動特性，「集団主義」と「個人主義」
との違いともいうべきものが存在することは確実である15)。
?
ドーア教授のこの書を，前掲隅谷・舟橋両論が引用している箇所がある。そ
15)間教授はこれをイギリスとの対比において， コミュニティ性とアソシェション性と
いう概念でとりあげている。 (H—p.19-22, 180-190, 211)。アソシェション
(association)は近代における個人の自由との関連において重視され，発達してき
た，アソシェーション性とは，その集団の参加における自発性 (voluntariness),そ
の集団への加入，脱退あるいは集団活動への協働に際してどれだけ，個人の自発性が
発揮できるか，である。自発性の対極に考えられるのは強制性 (coercion)ないし宿
命性 (fatality)であり， コミュニティに強くみられる性格である。間教授によれ
ば，全体としてみれば，イギリスの大工場に機能の限定性と参加の自発性においてア
ソシェーション性が濃厚であり， 日本ではコミュニティ性が強くあらわれる。アソシ
ェーション性とコミュニティ性とは集団に所属する目的がそれぞれ特定の事柄の達成
にある場合と，その集団への参加つまり所属それ自体にある場合によって区別され
る，前者の場合には，達成という目的のために集団の機能は特定のものに限定されが
ちになる。後者では，所属によってもたらされる生活上の経済的心理的安定が重要で
ある。「ちょうど「おみこし」をかついでいるように，たがいに寄り掛り， もたれあ
って組織を支えている。そして組織全体の動きは，メンバー各人の動機によってより
も，周囲のムードによって，活発になったり不活発になったりする」（間宏著「日本
的経営—集団主義の功罪一』（日経新書， 1971年， 23ページ）
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れをそのまま掲げると，
「もし筋肉労働者に年令別賃金カープ (EE社工場ではほとんどフラットで，所得
は25オでヒ°ークに達する）について一般的な変化があるとすれば， それは勤続や
年令にもとづく賃金上昇によってもたらされるのではなく，昇進等級の確立，
すなわち，ある等級から次の等級に職務が上昇する結果として大きな役割を演
ずることによって，もたらされるように思われる」 (D-p.355)。
これについて両者の「年功制」の概念が異なるから議論がかみ合わないのだ
が，ここでその問題の源であるEE社と日立製作所の賃金の統計的比較をみて
みよう。
第1表のように， EE社の筋肉
労働者には年令とともに賃金の上
昇する型はみとめられない。 25オ
でピークに達し以後50オに至るま
でほとんどフラットである。一
方， EE社の大学率の賃金は，日
立の中卒の賃金一年令とともに
一貫して上りつづける，その傾斜
は30オ台までややするどく 45オ以
後はなだらかに＿と同じような
第1表
年令層
15-19 
20-24 
25-29 
30-34 
35-39 
40-44 
45-49 
50-54 
55-59 
60-64 
日 立
中卒平崎大卒平均
71 
85 71 
100 100 
115 130 
132 177 
158 237 
173 287 
179 
動きをしている。これは，事例分 D — p,106 
E E社
嘉贔I大卒平均
25 
80 85 
100 100 
103 130 
101 146 
102 179 
100 180 
97 182 
93 
86 
析であるけれども，小池和男教授の賃金の国際比較の結論， 「労務者の賃金は
わが国と異質なのに，職員のそれはかなり似ているように思われる」16)を確認
するものである。職員については，内部的昇進制とグレイド内昇給が，勤続一
賃金プロファイルを導びく傾向のあることである。これをEE社の学歴別にみ
16) 小池和男「年令別勤続別賃金について一―—企業内賃金構造の一側面一」『現代労働
問題講座」 (3)有斐閣， 1969年。
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第2表 EE社，賃金，年令および勤続，
相関係数
. . I塁鰭1贔Ml総数
大学卒業生 0.68 0.47 68 
~~~"': : : I心：: : 
D—p. 76 
たのが第2表である。賃金と年令
および勤続年数との相関係数は，
大学率業生により高く，週休職員
により低い。より責任の重い職種
は，経験（勤続）の蓄積が機能的
重要性をもち，これが大学卒業生
によって充足される傾向があるからである。
第 3表，第4表は，イギリスと日本の入職年令に，大幅の差異のあることを
示す。これは，雇用制度の差異を反映するものである。両社の平均入識年令に
は約10オの差があるが，これは，日立製作所では入職が原則として新規学卒に
限られているのに対し， EE社では，あらゆる年令で入職と退職が行われてい
るからである17)。男子よりも女子についてその差異は顕著である。日立製作所
の女子労働者は圧倒的に未婚の若年労働者であるが（多賀工場についていえば，
25オ以上の女子は8彩を占めるにすぎない）， EE社では，女子労働者の大部分は中
高年で，彼女達と一緒に働らく男子熟練労働者とその年令も勤続年数もあまり
第3表年令および勤続年数（男子）
日立多賀工場 プラッドフォード リヴァプール
（全19労6働7年者） （筋肉労19働68年者のみ） （196同8年） 
平均年令 31. 3 40.0 38.1 
平均勤続年数 9.5 9.4 
｀ 
4.1 
平均入職年令 21.8 31. 6 34.0 
D—p,31 
17)日立製作所の労働者構成は，わが国の電機産業巨大企業のそれであって，これをもっ
て日本の代表的なものとすることはできない。近年の新規学卒労働力の不足から，臨
時エから登用されるものが増加しているが，このルートによるものもほとんど25オ以
下である。日立では，臨時工を経過しないで直接に労働市場から採用される経験労働
者の数はきわめて少ない (D-p.32)。
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第4表年令および勤続年数（女子）
日（立全19多労6働賀7年者工場） （筋リ肉ヴ楊ァ醤プ閤ーのルみ）
平均年令 20.8 33.0 
平均勤続年数 2.5 3.9 
平均入職年令 18.3 29.1 
D―p.32 
変らない。
日立製作所の雇用は安定している。年離職率は日立全体で 10彩程度である
が， EE社のプラッドフォード工場では筋肉労働者男子20~2~%程度，女子50
彩ときわめて高い。
日立製作所の雇用の型は，日本の大企業に典型的な常用労働者雇用安定の姿
である18)。
ドーア教授によれば，日立型の雇用の安定の基礎にあるのは，労使双方の態
度である。労働者側には，自分の選んだ会社にとどまりうるとする期待，とど
まろうとする意思がある。使用者側には，労働者がとどまろうとするだろうと
の期待があり，この期待が従業員に雇用を提供しなければならぬとする義務感
と結びついている。ドーア教授は，この期待がイギリスとどう違うかといえば
程度の差であるという。 EE社は，完全雇用政策で評判の良い会社である。し
かし，過剰人員が生じ， この良い評判と利潤とが天秤にかけられるときは，
企業の有効な活動を保持するためにその評判を犠牲にしても人員削減を行なう
(D―p.35)。
18)日本では若年労働者の移動率は高い。昭和47年労働白書 (69ページ）によれば，中高
卒で就職後2年間に30ないし40彩， 3年間に50彩， 5年間に70彩が離職しており，白
書も「日本も欧米なみといえる」と評価している。わが国の年令別移動率は15~19オ
層が最も高く， 30オ以上40オ台に至るまで急速に低下するが， 55オ以上になると，ふ
たたび離職率は大幅に上昇している。
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いずれにせよ，日立製作所には，舟橋教授による「年功制」＿賃金，採
用，昇進等労使関係における基本的な問題が，年功的原理（年令・勤続を重視す
る労使関係のルール）に基いて処理される状態」19)_が存し， EE社にはこれ
がみられないといえよう。
一方，隅谷教授のいう「年功制」は，職場内部の昇進序列，企業内訓練，昇
進を媒介とする賃金の上昇，さらには勤続の長期化といった傾向が制度化され
ることを意味するようである。これは， EE社でもある程度，職員についてい
いうることではないか。後述のように， ドーア教授はこのような「広義の年功
制」をもって，イギリスと日本の労使関係が「収欽」するかどうかを問題とし
ているのである。
?
わが国の「年功制」（現象的には隅谷教授の年功制であるが，そこには舟橋教授の年
功原理が作用しているといってよい）は，通説では， 1920年代からはじまった独占
の形成のなかで雇主の一方的な管理方式として展開されたものである。これは
第二次大戦後に組合の認めるルールとして再編され，安定化したものとなっ
た20)。
しかし「年功制」には，日本の労使が安住する一ーイギリスの制度にイギリ
ス人が安住するように—文化的伝統ともいうべきものが存在する。その意味
で，徳川時代以降，明治・大正に至る雇用制度に，どの程度，直接的な制度的
連続性があるかを分析した本書第三部のドーア教授の記述「日本雇用制度の起
原」は興味深い。以下，この要点を筆者なりに補足しながらみてみよう。
ドーア教授の分析によれば，明治以降の連続性の観点からは，徳川封建社会
19) 舟橋尚道「内部労働市場と年功制論ー―•隅谷三喜男教授の見解をめぐって一」『日
本労働協会離誌」第192号， 1975年11ペー ジ。
20)隅谷三喜男「日本的労使関係論の再検討」『日本労働協会雑誌」第187号， 1974年， 10
ペー ジ参照。
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の商業経営が重要である (D-p.377)21)。それは家業としていとなまれ，「家」
の観念に裏づけられていた。雇用の型は，丁稚一手代一番頭といった養成と奉
仕の段階を経て，主家への忠勤の程度に応じて，「のれん分け」が行なわれた。
独立後も，本家からはなにかと庇護を受けており，生活共同関係を通じて，相
互の繁栄がはかられていた。商家も大経営になると，住込奉公人が養成と奉仕
の期間をすぎても小営業主とならず通勤して家業経営に参加する，かれらは番
頭格のものの上位位に位置し，支配人とか，元締• 取締などとよばれた (D-
p, 377)22)。さらに，経営規模が拡大してくると，丁稚制度のワク内の人員だけ
では，量的・質的に不足し，中年者の雇入れが行われる。かれらは，原則と
しては経営者になれないひとびとで，広義の職員層の起原とみることができ
る28)。
21) ドーア教授の以下の分析は間教授の研究に負うところが多いと思われる。しかし， ド
ーア教授も「江戸時代の教育」（松居弘道訳，岩波書店）では， 日本の教育が徳川時
代に一種の成熟をとげ，明治以降の学校教育の発展の基礎を布いたと評価している。
H本の近代化は徳川時代の精神的基礎があったからこそ可能であったとする，江戸時
代を克服さるべき封建遣制とするいわゆる近代化論と異なる立場に立っていることが
注目される。
22)商家の奉公人の実態をドーア教授の別の記述から借りよう。「奉公の年限は通常10年
であって，数え年10乃至11オから始まった。最初の数年間—徒弟一丁稚と呼ばれて
いたーは，雇主のもとに住込み，食事と新年や盆に着物を貰う以外賃金は一切支払
われず，着物や小遣いは親から支送りして貰うのが普通だった。数え年15オ頃丁稚は
半成人の身分に昇格し，それから 3年も過ぎると，手代として彼は今や一人前の成人
である。奉公の年季が終ってから何れにしても最高 5年位は，自分の受けた訓練に対
する感謝のしるしとして「お礼奉公」をするのが普通である。特に有望なら最高の地
位である番頭一支配人ーに取立てられ，主人の事業の采配を何年か振った後は，報酬
として主家の「のれん分け」をして貰って独立することもあった」 (R.p・ドーア
著，松井弘道訳「江戸時代の教育」 1970年， 244-45ペー ジ）。
23)番頭として50オまでつとめあげれば， 51オ定年退職ののちも「隠居」として気のむい
たときに出勤する「勝手勤」をするだけで，小遣はあたえられた。したがって，そこ
には明らかに終身雇用制の存在が指摘されるのである（間宏「日本的経営の系譜」
『マネジメント」 1962年2月号， 53ペー ジ参照）。
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さて，日本が後進資本主義国として出発した明治維新以降において，在来の
伝統産業とは質的にことなった近代産業技術の移植による近代経営が出発す
る。その所管が幕府から明治新政府に移った横須賀造船所24)において，職員層
はかつての武士が官史におきかえられ職人や人夫はおもに戦人や農民出身の平
民であったが，終身的に生活が保障されたのは，判任官以上の中級官史より上
のばあいで，それ以下の等外吏や，まして職士，人足では，その生活は安定し
たものではなかった。昇給は年 1回ないし 2回行なわれたが，これは年功によ
って全員昇給したのではなく，技能程度と勤勉の評価に重点がおかれた。 ドー
ア教授は，勤勉の評価は，これがすでに労働市場指向型よりむしろ組織指向型
賃金制度であったことを示すもの，といっている。事実上，賃金制度は特定の
熟練に対する“一般的賃率”の原則とは，かなり離れたものであって，ほとん
どの企業が幅広い額を定める点で横須賀造船所にならったものである。 しか
し，この賃金額が移動性を止めることはなかった (D—p,384) 。
経営者の資質により高度の専門的知識，一般教養が要求されるようになって
くると，経営内部の養成にまつわけにいかず，将来の経営幹部にふさわしい人
材をうるために，調達の範囲は拡大し，大学，専門学校などの卒業生が雇い入
れられることになる。企業の官僚制化の進行と従業員の質的向上，明治40年前
後の労働運動の激化に， 従来の主従関係・温情主義（ここには不解雇主義が存在
するといってよい。「解雇」は人格上の汚点とみなされ， 無雑作な解雇をなさず， やむを
得ざる場合も，相当の手当を給し，涙をもって別れることである）．が， 新たに， 経営
家族主義に編成替えされる。その典型的な事例とイデオロギーは， 1906年成立
24)横須賀造船所では，明治8年以降，熟練工の労働移動がはげしくなり，これに対応す
る措置として「月給職工」「定雇職エ」の制度が設けられたが，これとても 10年以下
の年期を定めたにすぎず，定年までの長期勤続を目的としたものではなかった。ドー
ア教授はこの「定期職工」が，封建領主の「お抱え職人」だというおもしろい指摘を
している。契約期間を定めた定雇職エや月給職工には，満期退職のさい退職金が支給
された (D—p,383) 。
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新した国鉄にみられる (D―p.396)。国鉄大家族主義を打ち出した総裁後藤新
平は，従業員の守るべき徳目として，献身奉公，和合敬愛，脩養練磨を打ち出
している25)。典型的なコミュニティである。民間の大企業もこれにならった。
一応の独占化を完成し，発展から安定へ，組織についていえば秩序の維持に目
が向けられてきたのである。さきに述べた「年功制」はこのような経営の下で
具体化している。
「経営家族主義」 (corporatepaternalism)の戦前型は，第二次大戦後におい
て，ある点で強化され，他の点で変性させられて，今日， 「経営福祉主義」
(welfare corporatism)とよばれるものとなった (D―p.400)。
ドーア教授は，今日の日本の雇用制度の特徴の，全部ではないが，若干は，
封建時代からの直接的な連続性の結果である， とする。 ここには，制度的に
も，行動の特定の型にも無自覚的な習慣による連続性がみられる。 ドーア教授
は，「年功制」のような日本の雇用の諸制度は，日本の使用者が昔の雇用の型
を意識的に適用した結果であり，日本の大企業にみられる責任の分散・官僚的
組織は，封建時代に発展した制度的形態ー―—武家政治一ーがこれも意識的に適
用せられている。このように日本的雇用制度には，連続的な制度的属性，とい
うよりも，意識的に選択されたものが多いのであるが．，それは，使用者のイデ
オロギー，徳川時代からの儒教思想が，近代化のさしせまった必要に適応せし
められることによって修正されたからであり， こうして作り出された諸制度
が，日本の経済成長における，能率．利潤および成長の増大に貢献した，彼等
の革新は合理的であった，とする。日本的な雇用制度は，非近代的なものでは
なく，むしろ，古きものがよりよく生かされた，とみているのである。
ここでイギリスの雇用制度についてみてみよう。
ドーア教授は本書のなかで，イギリスのように早くから制度的にかたまって
しまったものは，これを後から変えようとしてもどうにもならない，という意
25)間宏「日本的経営の系譜」『マネジメント」 Vol.21,No.7, 1962年。
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味のことをくりかえし述べている。市場個人主義のイデオロギーは，工業化が
はじまる以前に，イギリスで一般化していた。工場が小さく地方労働市場が完
全競争に近い時に，労働組合が発展し成熟した。今日のイギリス労働組合のも
っている諸権利は，強固な経営者に対する絶えざる闘争の展開によって獲得さ
れたのである。労働組合が交渉権を獲得したとき，市場原則＿最も安く買
ぃ，最も高価に売る一ーは，強固な存在になっていた。労働組合運動がこれを
強化したのである。
このとき，労働市場に左右される小企業に適応した雇用制度が，全国的な労
働組合の存在するところにおいて，個々の使用者がこれをつくりかえることは
到底できないほどに制度的に硬直的なものになっていたのである。使用者は，
労働組合の協力なくして，雇用制度を一方的に変更しうる力を失なった。そし
て，労働組合の組織もまた制度的に早く硬直的なものとなってしまった (D
―p. 409)。
さらに，産業革命前から存在していた支配被支配階級の観念が（工業化前に
明治維新の政治革命が日本の封建社会を一変せしめたのと対照的に） 19世紀のイギリ
ス産業にそのままもちこまれたのである。この観念が硬直的なものとなって雇
用制度の中に制度化されている。イギリスには敗戦日本にみられたような平等
化の大きな変革はおとずれなかった。
工業化のパイオニアとしてのイギリスに負わされたこの制度的な荷物が，先
進的な産業社会に特徴的な現象―巨大企業の出現とすべての人に対する諸条
件の基本的な平等性という民主的理想の展開—に対する適応をおくらせたの
である。
ここでドーア教授は，日立とイギリスの公務員の組織と管理構造に非常な類
似性がみられることに注目する。日立のような制度が日本の産業に通常みられ
るのに対し，イギリスにおいてかかる組織原則の産業に対する適用は異常に思
われる。
しかし， I C Iとかシエルといった大企業体はその規模と雇用の安定性にお
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いて官僚制化26)されつつあり， 日本の大企業と共通するものをもちはじめて
いる，とする (D-p.338)。
ドーア教授はかくて「大企業体制」27)の面からイギリスの制度が日本のそれ
に「収欽するか」 (Convergence?)を検討する。
ドーア説では，イギリスと日本の雇用制度の差異の多くは一一直接的に日本
の文化的伝統から生じたものを別とすれば—日本の後発の効果である。後発
(late development)の国ほど，レッセ・フェールの思想に支配されることが
少なく，国家が支配的な役割を演ずる，工業化に先んじて学校教育がすすめら
れ，また技術的にも組織的にも一挙に整備され，大企業体が安定的で産業構造
の二重性が大きい，このような大企業体がアジア，アフリカ，ラテン・アメリ
カの後発社会にもあらわれる，とする (D―p.415, 418) 2 8)。
日本は，大企業が工業化のはじめから登場したこと，（占領軍の権威に支えら
れた）平等思想の洪水が，労使関係が制度的に硬直的なものなる前に日本をお
26) ドーア教授が官僚制というとき， MaxWeber, Burokratie (1921-22)を念頭にお
いているであろう。ウェーバーが，近代官吏制度に特有な機能様式をつぎの三点に要
約している。 1.規則，すなわち法規や行政規則によって，一般的な形で秩序づけられ
た明確な官庁的権限のあること， 2.完全に発達した官僚制は非人間的であり，それだ
けに官僚制は資本主義に好都合な特有の性格をもつことである。
全体としてのイギリスの企業組織，工場組織は近代官僚制の特徴をそなえているの
であるが，イギリスの中流階級は個人主義の傾向が強いため，近代官僚制の特徴であ
る集権化はさまたげられている (H―p.132)。まして官僚制化と企業一体イデオロ
ギーといった日本的制度がイギリスにあらわれる可能性はない。
27)収欽論のきっかけは， 1961年のJ.Tinbergenの論文といわれるが， ドーア教授の場
合， JohnKenneth Galbrath, The New Industrial State, Houghton Mifflin Co., 
（都留重人訳『新しい産業国家」河出書房， 436-39ページ）の大企業体制による体制
収欽説をうけついだものである。なお， ClarkKerr, J. T. Dunlop, F. H. Harbison, 
C. A. Myers : Industrialism a叫 IndustrialMan, Heinemann, 1962 (川田寿訳
「インダストリアリズム」東洋経済新報社）も，どの国の工業化も労使関係に多くの
同じような特徴を内在する不可避的必然を論じている。
28)内部的昇進，勤続の期長化の「広義の年功制」，隅谷教授による「内部労働市場」が
ここにあらわれることになるわけである。
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そったことにより，日本人はイギリス人よりも先に先進的産業社会への適応を
やってのけたのである。
ではイギリスの雇用制度が今後，日本のそれに「収欽」するであろうか。イ
ギリスの大企業に，長期勤続化，企業別団体交渉制度があらわれるとしても，
日本の大企業にみられる「経営福祉主義」の特徴のすべてをもつことにはなら
ない。すなわち，一方への収欲ではなくて，先進的産業社会に適応する第三の
体制への収欽が主張されている (D―p.370,371)。
本書の中で，後発効果論と収欽論は最も議論の別れるところであろう。
ともあれ，イギリスの制度と日本の制度とが今後，収欲するかそれともより
多様化の道をたどることになるかは，興味のある問題である。
最近，わが国の経営者の中には日本経済の基調が高度成長から低生長へと変
化するのではないかという見通しの上で春闘に対処するために終身雇用慣行を
廃棄しようとする動きのあることが報告されている 29)。アメリカ並みのレイ
・オフ実施体制をつくるべきだというのである。
とすれば，ここではわが国の雇用制度のアメリカヘの「収欽」がみられるこ
とになるわけである。
29) 津田真激「終身雇用慣行は実質的に崩壊するか」（『季刊日本の~ 第6号，
1975年）。
〔追記〕 小池和男「昇進と配転のメカニズムー一ぅブメリカの自動車工場を中心に一」
（『季刊労働法」第97号， 1975年）は，事例研究からする日米の労使関係の比較とし
て発展することが期待される。
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またドーア教授が， 日本の雇用制度の特徴の若干は，封建時代からの直接的連続
性の結果である， とされる点と矢島悦太郎教授の「アジア的共同体仮設」との異同
を検討するのは，興味深い問題である （矢島悦太郎「「出稼型労働論」と「アジア
的共同体仮説」の社会科学における意義」『中央大学九十周年記念論文集』 1975年
8月，参照）。
